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要旨：本研究では，溝口らによるねじれ応答実験に着目し，それを対象とした三元非線形 FEM 解析を通じて，

有壁偏心 RC 造骨組のねじれ抵抗機構について考察した。その結果，ねじり荷重を受ける骨組の抵抗機構は，

部材の水平反力によるねじりモーメントと部材自身のねじりモーメントの和で表されることを確認した。ま

た，今回の骨組では，塑性域において剛心が重心に大きく近づく挙動を示し，それに伴うねじれ応答の減少

が見られた。さらに，各部材応答を詳細に分析した結果，壁部材では，自身のねじれ変形によって水平変形時

の性能が大きく低下するため，本来の性能を発揮できない可能性があることがわかった。 

キーワード：偏心，RC 造骨組，壁部材，FEM 解析，ねじれ抵抗機構，塑性化 

 

1. はじめに 

現行の構造設計では，偏心率が 0.15 以下に規定され，

それを超える場合は当該層の保有水平耐力を割増すこと

で，ねじれによる損傷を抑制している。しかし，偏心率

は部材の弾性剛性より算定されるため，塑性化に伴う剛

性変化の影響を考慮できていない。塑性域における剛性

変化が著しい鉄筋コンクリート（以下，RC）部材では，

これらの剛性変化に伴って骨組のねじれ応答も変化する。

偏心骨組に対してより効果的な設計を行うためには，塑

性化による応答変化とその応答が骨組の構造性能に及ぼ

す影響について把握する必要があり，それらを骨組の抵

抗機構の変化と対応させて考察することが重要である。 

志賀ら 1)は，単層単スパン RC 造骨組を用いたねじれ

振動実験を通じて，骨組のねじれ剛性の変化に関する検

討を行っている。しかし，実験結果に基づく考察である

ため，骨組全体の応答と部材応答を対応づけた考察が不

十分である。一方，筆者ら 2)は，この実験を対象に FEM

解析を実施し，ねじれ荷重を受ける骨組の抵抗機構につ

いて，数値解析に基づく考察を行っている。また，各部

材応答を詳細に分析することで，骨組の非線形ねじれ性

状の把握を試みた。しかし，これらは曲げ柱のみで構成

される骨組での検討に留まるため，せん断柱や壁を有す

る骨組に対し，同様の知見が得られるかは不明である。

一方，溝口ら 3)は，オンラインシステムに基づくねじれ

応答実験を通じ，塑性域を考慮した有壁骨組のねじれ応

答について考察しているが、志賀らと同様，骨組と部材

応答とを対応付けた考察が十分ではない。   

そこで本研究では，溝口らの実験を対象に三次元非線

形 FEM 解析を実施し，筆者らが既往の研究にて得た知

見が有壁骨組に対しても同様に適用可能か検証を行うと

ともに，有壁骨組特有の挙動について考察する。 

2. 溝口らのオンラインねじれ応答実験の概要 

 図－1 に試験体概要を示す。試験体は，天井スラブ，

柱，壁，基礎スラブによって構成される 4 本柱の有壁 RC

造骨組である。柱断面は，150mm 角の Type A と 100mm

角の Type B の 2 種類があり，柱 A，B が Type A，柱 C，

D が Type B である。また，壁は厚さ 40mm のシングル配

筋となっており，柱 C－柱 D 間に X 方向に配置されてい

る。このとき，骨組は Y 方向に剛性偏心しており，偏心

率は ReX=0.88 と大きな値となっている。なお，天井スラ

ブにはアクチュエータを設置するための加力ビームが取

りついている。表－1 には各種材料特性を示す。 

図－2 に入力地震波形を示す。地震波は，1968 年の十 
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勝沖地震の八戸湾港における EW 波である。最大加速度

付近の 8 秒間と 2 秒間の 0 データを足した合計 10 秒間

の波を，最大加速度が 800gal となるように補正し，試験

体に対して X 方向に入力する。水平加力は，加力ビーム

を挟んで設置した 2 台のアクチュエータにより，重心に

変位およびねじれ角を強制させ，鉛直荷重は天井スラブ

中央に設置したアクチュエータによって与えた。 

 

3. 三次元非線形 FEM 解析の概要 

3.1 形状のモデル化 

図－3 に要素分割図を示す。コンクリートは六面体要

素，鉄筋は分散鉄筋でモデル化した。また，柱端部に離

散ひび割れを表現可能な接合要素を挿入することで，主

筋の抜け出し挙動を表現した。なお，天井および基礎ス

ラブは剛体としている。 

3.2 材料のモデル化 

 図－4 に各種材料構成則を示す。コンクリートの圧縮

側には修正 Ahmad モデル 4)を採用した。テンションステ

ィフニングモデルには出雲らのモデル 5)，引張軟化域に

は破壊エネルギーGF を考慮した土木学会標準示方書の

式 6)を採用した。本試験体は鉄筋量が比較的少ないこと

から，出雲らのモデルでは C=1.0 を採用した。ひび割れ

後のせん断伝達モデルとして，ひび割れ直交方向のひず

みによってせん断抵抗が変化するモデル 7)を採用した。

なお，壁部材には，ひび割れ後の圧縮強度低減および圧

縮強度時のひずみ低減を考慮した。鉄筋は Bi-linear 型と

し，降伏後の二次勾配は 1/100 としている。履歴特性は，

Ciampi らの提案による修正Menegotto-Pinto モデル 8)を用

いた。また，離散ひび割れを表現する接合要素の応力度

（σ）－ひずみ度（ε）関係も併せて示す。ひび割れ強度

到達前は十分大きな剛性とし，ひび割れ後の二次勾配は

降伏強度との間を線形補完するように設定されている。

このときのすべり量 sは，三島らの提案式 9)より求めた。

なお，ひび割れ後のせん断伝達特性は，コンクリートと

同様のモデルである。 

3.3 加力方法 

加力は，天井スラブの重心に対して強制変位を与える

静的加力とし，単調載荷と正負繰り返し載荷を実施しす

る。繰り返し載荷の加力目標は，重心変位で 5mm～25mm

まで 5mm 刻みとし，正負１回ずつ連続して作用させる。 

3.4 解析結果 

 図－5 に層せん断力（Qstory）－層間変位（δstory）関係を

示す。参考として，図中には骨組耐力の理論値を併せて

示す。理論値は，柱 A，B の曲げ耐力と柱 C，D および

壁による袖柱付き壁のせん断耐力の合算値である。単調

載荷における降伏耐力は，理論値による骨組耐力と近い

数値を示した。また，両加力とも，実験の初期剛性を良 

表－1 各種材料特性 
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図－3 要素分割図 

 
図－4 各種材料構成則 

 

図－5 解析結果 
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好に評価したが，加力段階 5mm 以降，繰り返し載荷は大

きく剛性低下している。これは，繰り返しにより部材の

損傷が著しくなるためである。繰り返し載荷は実験にお

ける剛性低下の傾向を良好に模擬しており，本モデルは

実験の挙動を再現可能であることを確認した。 

 

4. 有壁 RC 造骨組のねじれ抵抗機構の解明 

筆者らは既往の研究にて，志賀らのねじれ振動実験を

対象とした非線形 FEM 解析を実施し，単層単スパン骨

組のねじれ抵抗機構について検討している。その結果，

骨組のねじれ抵抗機構は，鉛直部材の水平反力によるね

じれ抵抗と部材自身のねじれ抵抗の和によって表される

ことを確認した。しかし，この知見は，柱のみの鉛直部

材によって構成される骨組での検証に留まるため，有壁

骨組に対して同様の知見が得られるかは不明である。そ

こで本章では，既往の研究における検証方法に倣い，壁

部材を有する骨組のねじれ抵抗機構について考察する。 

4.1 検証解析の概要 

ここでは，前章で構築したモデルに純ねじり加力を作

用させ，骨組に作用するねじりモーメント（m）－ねじれ

角（θ）関係（以下，m 曲線）を求め，それが各部材の水

平反力より求まるねじりモーメント（m1）－θ 関係（以

下，m1 曲線）と部材自身のねじりモーメント（m2）－θ

関係（以下，m2 曲線）の和と一致することを確認する。 

図－6 に骨組に対する加力方法および解析より得られ

た m 曲線を示す。加力は，天井スラブ上の 2 点に偶力を

作用させる純ねじり加力とする。このときの加力目標は，

加力点の変位で 1mm，3mm，5mm および 7mm とし，正

負 1 回ずつ連続して作用させる。 

次に，骨組のねじり加力時に生じる鉛直部材の水平二

方向変位状態を再現するため，骨組から柱および壁単体

を取り出し，柱モデルには X，Y 方向の水平二方向に対

して同時加力，壁モデルには X 方向に対して一方向加力

を行う。図－7 に加力方法および解析より得られた層せ

ん断力（Qstory）－層間変位（δstory）関係と幾何学的関係か

ら求めた m1曲線を示す。ここでの加力目標は，純ねじり

加力における鉛直部材の水平変位量と一致するよう，

1.4mm，4.1mm，6.8mm および 9.5mm と設定した。なお， 

m1曲線の算出方法は，志賀らの手法と同様である。 

最後に，骨組のねじり加力時に生じる部材自身のねじ

れ応答を再現する。解析には，部材単体のモデル用いる。

加力は，骨組内での挙動を再現するため，水平変位を与

えた状態でのねじれ変形を与える。このときの水平変位

量は，m1曲線算出時と同様である。また，骨組と部材の

ねじれ角は一致することから，ねじり加力の加力目標は，

骨組への純ねじり加力時のねじれ角と同様とした。図－

8 に加力方法および解析より得られた m2曲線を示す。 

  
図－6 骨組に作用するねじりモーメント 

 

図－7 水平反力による骨組のねじりモーメント 
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4.2 検証結果 

図－9 に前節で求めた解析結果を整理して示す。図中

には，骨組への純ねじり解析より得られた m 曲線に加え，

各部材モデルへの水平加力に基づき評価した m1 曲線お

よび柱自身の m－θ 関係 2 本分と壁自身の m－θ 関係を

合算した m2曲線を示す。さらに，m1曲線と m2曲線を合

算した履歴曲線（（m1＋m2）曲線）も併せて示す。加力目

標 3mm の正側加力において， m 曲線と（m1＋m2）曲線

に若干差異が見られるものの，その他の箇所において， 

m 曲線と（m1＋m2）曲線が概ね一致する結果となった。

このことから，有壁骨組であっても，ねじりモーメント

荷重下における骨組の抵抗機構は，二方向水平反力より

求まるねじりモーメントと部材自身のねじりモーメント

の和で表されることがわかった。 

 

5. 溝口らのねじれ応答実験の再評価 

筆者らによる既往の研究において，塑性域では，部材

の剛性変化によって剛心位置が逐次変化し，それに伴っ

て骨組のねじれ性状も変化することがわかっている。塑

性域での剛性変化が著しい壁部材では，その剛性変化が

骨組のねじれ性状に及ぼす影響も大きいと考えられる。

ここでは，溝口らの実験骨組に対する FEM 解析より得

られた各部材応答を評価することで，有壁偏心骨組のね

じれ応答に関する詳細な検討を行う。 

5.1 塑性化がねじれ性状に及ぼす影響 

図－10に 3章で実施した静的繰り返し解析に対して評

価した剛心位置の算定結果および柱 A と壁構面（壁+袖

柱（柱 C，D））の X 方向におけるせん断力（Q）－変位

（δ）関係を示す。剛心位置の算定に必要な部材剛性は，

矢吹らの部材剛性評価手法に基づき，部材のせん断力－

変位関係における原点，除荷点および再載荷点から各ス

テップに対する割線剛性に基づいて評価した 10)。まず剛

心位置算定結果に着目すると，加力の進行に伴って，剛

心が重心に近づく傾向が確認できる。部材応答を見ると，

柱 A は最大耐力に到達したのち，その耐力を維持してい

るのに対し，壁構面は最大耐力到達後，耐力低下に至っ

ている。なお，柱 B の応答は柱 A と同様であった。つま

り，塑性域において壁構面の剛性が急激に低下したため，

構面間の剛性差が小さくなり，剛心が重心に近づく挙動

を示したと考えられる。 

図－11にねじれ角（θ）－層間変位（δstory）関係を示す。

図中には，加力前半（加力段階 5mm～15mm）および加

力後半（加力段階 15mm～25mm）の応答における近似線

も併せて示す。近似線より，加力後半においてねじれ角

が大きく減少する傾向が確認できるが，これは剛心が重

心に近づく方向に移動したことで偏心距離が小さくなっ

たことが原因である。 

 

図－9 有壁骨組のねじれ抵抗機構 

 

図－10 剛心位置算定結果および各部材応答 

 

図－11 ねじれ角－層間変位関係 

  

図－12 加力方法 
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5.2 ねじれ応答が骨組の構造性能に及ぼす影響 

骨組の重心に対して 1 点に加力をすることでねじれを

許容するねじり加力および 4 点同時に加力することでね

じれ許容せず強制的に水平変形させる水平加力を実施

（図－12）し，両者の結果を比較することで，ねじれ応

答が骨組の構造性能に及ぼす影響について考察する。ま

た，加力は X 方向への静的単調載荷とし，このときの加

力目標は，各加力で壁構面が最大耐力を経験する変位

（δ=5mm）までとする。 

図－13に骨組の層せん断力（Qstory）－層間変位（δstory）

および各構面のせん断力（Q）－変位（δ）を示す。また，

図－14には，加力終了時の破壊性状図を示す。まず，Qstory

－δstory 関係を見ると，ねじり加力の方が水平加力より剛

性が小さく，最大耐力は概ね同等であるものの，耐力到

達までの変位に差がある。続いて，各構面の応答に着目

する。ねじり加力において，柱構面と壁構面の応答変位

に差が見られるのは，ねじれの付加変形による影響であ

る。壁構面を見ると，ねじり加力は剛性，最大耐力とも

に水平加力より小さい。一方，柱構面ではねじり加力は

最大耐力に至っているが，水平加力では最大耐力到達以

前に留まっている。このとき，両加力の最大耐力点は壁

構面のせん断破壊によって決まる。破壊性状図を確認す

ると，ねじり加力の柱構面は柱頭柱脚において，コンク

リートの圧壊および鉄筋の降伏が見られるが，水平加力

では確認できない。また，壁構面のひび割れ図は，両加

力とも同様の破壊性状を示しているが，降伏図を見ると，

ねじり加力の方が損傷が顕著である。  

続いて，壁構面の応答に差異が生じた原因について，

詳細な検討を行う。図－15 に壁構面の Q－δ 関係を示す。

図中には，各イベント発生点も併せて表記する。図－16

には，その発生点に対応したひび割れ図および最小主応

力図を示す。Q－δ 関係より，ねじり加力は水平加力より

もひび割れの発生が早く，そのときの耐力は小さい。こ

のときのひび割れ図を見ると，水平加力は壁にせん断ひ

び割れが生じているのに対し，ねじり加力は袖柱の柱脚

部に曲げひび割れが発生している。これは，水平加力は

面内の一方向に変形するのに対し，ねじり加力は面外へ

曲げ変形を生じながら面内方向に変位するためである。

本モデルでは，壁のせん断強度より柱の曲げ強度の方が

小さいため，図中のような傾向を示した。また，両加力

ともひび割れ発生－圧壊発生の間で大きく剛性低下する

点があるが，これは壁面の圧縮領域においてせん断ひび

割れが発生したためである。最後に，最大耐力点につい

て考察する。両加力の最大耐力点は，壁構面のせん断破

壊によって決まるが，その起因となる圧壊発生時の変位

に差異が見られる。ここで，水平加力の圧壊発生時の変

位における最小主応力図を見ると，ねじり加力は水平加 

 

図－13 骨組および各構面応答 

 
図－14 骨組の破壊性状図 

 

図－15 壁構面の応答 

 

力に比べ，壁面の圧縮領域に生じる応力が小さい。ねじ

り加力は面外へ曲げ変形しながら変位するため，水平加

力よりも部材のせん断変形成分が小さくなり，発生応力

も小さくなったと考えられる。これにより，ねじり加力

(b)各構面のQ－δ関係(a)骨組のQstory－δstory関係

ねじり加力 水平加力

層間変位 δstory(mm)

層
せ
ん

断
力

Q
st

or
y(
×

10
2 k

N
) 3

0
250

2

1

5 1510 20
変位 δ(mm)

せ
ん

断
力

Q
(×

10
2 k

N
)

3

0
250

2

1

5 1510 20

鎖線:柱構面
点線:壁構面

変位差

剛性差

壁構面の変形のイメージ

X

Y

δy

δx

(a) ねじり加力

δx

(b) 水平加力

面内:せん断変形
面外:曲げ変形

変位 δ(mm)

せ
ん

断
力

Q
( ×

10
2 k

N
)

3

0
50

2

1

1 32 4

ねじり加力 水平加力

ひび割れ発生点
圧壊発生点
最大耐力点

 

- 419 -



は水平加力より圧壊の発生が遅れた。なお，これは最大

耐力到達時変位差についても同様のことが言える。最大

耐力時の最小主応力図を見ると，ねじり加力の方が圧縮

応力を負担する領域が小さく，これがねじり加力の最大

耐力が小さくなった要因だと考えられる。一方，ねじれ

加力では袖柱柱脚において大きな圧縮応力が生じている

が，これも面外変形に伴う柱の曲げ変形によるものであ

る。この挙動が部材の構造性能に及ぼす影響については，

今後検討を行っていく必要がある。 

以上より，壁部材は自身のねじれ変形に伴う面外変形

により，水平変形時の性能が大きく変化することがわか

った。これは，変位方向で異なる抵抗機構を持つ壁部材

特有の挙動である。このことから，偏心骨組に配置され

た壁部材は，ねじれによって構造設計で期待された性能

を十分に発揮できない可能性があることがわかった。 

 

6. まとめ 

溝口らの実験を対象に三次元非線形 FEM 解析を実施

し，有壁 RC 造骨組のねじれ抵抗機構およびねじれ応答

が骨組の構造性能に及ぼす影響について検証し，以下の

知見を得た。 

(1) 有壁骨組のねじれ抵抗機構は，柱および壁部材の水

平反力によるねじれ抵抗と部材自身のねじれ抵抗

の和で表される。 

(2) 各部材の剛性変化に基づき剛心の移動を評価した

結果，本モデルでは剛心が重心に近づく挙動を示し，

偏心距離が小さくなったため，骨組がねじれにくく

なる傾向が確認された。 

(3) 壁部材は自身のねじれ変形によって水平変形時の

性能が低下するため，構造設計で期待された性能を

十分に発揮できない可能性がある。 
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